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徳島県資源管理指針

平成23年3月31日制定

平成27年2月24日改正

平成30年5月15日改正

第1 徳島県の海洋生物資源の保存及び管理に関する基本的な考え方

1 徳島県の漁業の概要

本県の海岸線は延長約390kmにおよび、立地条件、漁業環境等の自然的要因が漁業に適し

ていることから、多種多様な漁業が営まれているが、全般的には零細な規模の漁業が多く、

沿岸漁業に対する依存度が高い。本県沿岸海域は、内海性の播磨灘海域、流入河川が多く

内海性ではあるが黒潮の影響を比較的強く受ける紀伊水道海域及び外海性で急崚な岩礁域

が多く見られる太平洋海域の3つに大きく分けることができる。

播磨灘海域における代表的な漁業は、小型定置網、小型底びき網、一本釣、刺網等であ

り、マダイ、スズキ、サワラ、イボダイ、アジ類、イワシ類、エビ類等が漁獲されている。

また、本海域は県下最大の養殖海域となっており、ブリ類、マダイ、ワカメ等の養殖が盛

んである。

紀伊水道海域における代表的な漁業は、小型底びき網、船びき網、刺網、延縄、一本釣、

定置網等であり、タチウオ、ハモ、アジ類、イワシ類、エビ類等が漁獲されている。また、

本海域は河川の流入する河口付近を中心にノリ養殖が盛んで、浅海面ではワカメ養殖、湾

入部ではブリ類、マダイ等の養殖もおこなわれている。

太平洋海域における代表的な漁業は、延縄、一本釣、採貝藻、磯建網、定置網等であり、

タチウオ、アジ類、サバ類、イワシ類、カツオ・マグロ類、ブリ類、タイ類、イセエビ、

アワビ類、テングサ等が漁獲されている。また、本海域の一部湾入部では、ブリ類、マダ

イ等の養殖がおこなわれている。

漁業生産状況については、平成27年の海面漁業・養殖業の生産量は24.7千トン（海面漁

業10.5千トン、海面養殖業14.2千トン）、同生産額は112.6億円（海面漁業55.1億円、海面

養殖業57.5億円）であり、それぞれ昭和54年の84.1千トン、平成2年の260.6億円をピーク

に減少傾向が続いている。海面漁業において主な漁業種類別に漁獲割合をあげると、小型

底びき網漁業が17.5%、延縄漁業（沿岸マグロ延縄漁業を除く）が22%、小型定置網漁業が

8%、採貝・採藻漁業が5.9%、釣り漁業が3.2%等となっている。

漁業就業状況については、平成25年の海面漁業・養殖業の就業者数は2,512人で、毎年減

少傾向にある。このうち就業者数全体に占める65歳以上の割合は45.1%で、高齢者の占める

割合が高くなっている。
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2 徳島県の資源管理実態

本県では、昭和63年から平成9年にかけて「広域資源培養管理対策推進事業（S63～H2)」

及び「資源管理型漁業推進総合対策事業（H3～H9)」により、広域回遊資源であるハモ、タ

チウオ、マダイ及び地域重要資源である紀伊水道海域のエビ類（クルマエビ、ヨシエビ、

クマエビ）、太平洋海域のアワビ類（メガイアワビ、マダカアワビ）を対象に小型魚の保護、

漁獲努力量の削減を柱とした資源管理計画を策定し、漁業者による水産資源の自主的な管

理を推進してきた。

平成10年からは「複合的資源管理型漁業促進対策事業（H10～H14)」を活用し、従来の単

一魚種を対象とした資源管理の取り組みに加え、新たに漁業種類又は複数の魚種を対象と

した取り組みを地域の漁業実態に応じて計画的かつ効果的に展開するため、徳島県海域を

播磨灘・紀伊水道・太平洋の3地域に分割して地区毎に今後取り組む資源管理の「地域活動

計画」を策定し、各地域における漁業実態に即した資源管理型漁業を推進してきた。

また、平成15年から実施された「多元的資源管理型漁業の推進事業（H15～H16)」では、

瀬戸内海機船船曳網漁業を対象に、これまでの漁獲制限等の量的な資源管理に加え、漁獲

物の品質向上等の質的管理及び操業経費等のコスト管理を一体的にとらえた多元的な資源

管理を推進し、当該漁業の漁獲対象資源の回復維持と漁家経営の安定を図ってきた。

今日では、資源の回復を図ることが必要な魚種や漁業種類を対象として、減船、休漁等

の漁獲努力量の削減をはじめ、積極的な資源培養、漁場環境の保全等の措置を総合的に講

じる「資源回復計画」により、平成14年から「さわら瀬戸内海系群資源回復計画（平成14

年4月12日公表）」に基づき、瀬戸内海関係11府県と協調し、関係漁業者が漁具規制（網目

の拡大）、操業規制（操業禁止期間の設定）、出漁隻日数の制限（TAE管理）等の漁獲努力量

の削減に努めている。また、平成20年3月には、紀伊水道海域の小型底びき網漁業を対象に、

「徳島県紀伊水道海域小型機船底びき網漁業包括的資源回復計画（平成20年3月28日公

表）」を策定し、小型魚の再放流や休漁の実施などの資源管理に取り組んでいる。さらに、
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「徳島県の海洋生物資源の保存及び管理に関する計画」に基づき、第一種特定海洋生物資

源の漁獲可能量及び第二種特定海洋生物資源の漁獲努力可能量の適切な管理措置（TAC・T

AE管理）を講じている。その他、漁業関係法令や漁業調整規則等の公的管理措置とともに、

漁業者による自主的管理措置により水産資源の管理が図られているほか、これら資源管理

と併せ種苗放流などの栽培漁業や藻場造成などの漁場整備等を一体的に推進し、水産資源

の維持・増大に取り組んでいる。

3 資源管理の方向性

本県では、水産資源の持続的な利用と水産物の安定的な供給を図るため、漁業関係法令

や漁業調整規則等で規定されている公的管理措置の厳守を徹底するとともに、これまでに

取り組んでいる資源回復計画等に基づく管理措置も含め、本指針に基づき漁業者の自主的

な資源管理の取り組みを積極的に促進することにより、水産資源の維持・回復を推進する。

なお、本指針における公的管理措置とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁業権行使

規則、海区及び広域漁業調整委員会指示を含む）を指すものとするが、公的管理措置であ

っても従来自主的に実施されていた資源管理の取り組みであって、水産基本計画（平成14

年3月閣議決定）に基づく取り組みの開始された平成14年度以降にこれら公的管理措置に移

行したものについては、本指針においては、自主的管理措置とみなし、取り扱うものとす

る。

第2 海洋生物資源等毎の動向及び管理の方向

本県では、船びき網漁業、小型底びき網漁業、延縄漁業、定置網漁業、小型まき網漁業、

釣り漁業、採貝・採藻漁業など様々な種類の漁業が営まれており、これら漁業により、内

海種から外洋種までの優に150種を超える多種多様な魚介類が少量ながらも漁獲されている。

このような特徴を有する漁業実態において、より効果的かつ合理的に水産資源の維持・

回復を図るためには、漁業種類毎に包括的な資源管理をおこなう必要がある。一方、漁業

形態によっては、漁獲対象魚種がある程度絞り込まれる漁業種類もあることから、漁獲対

象魚種が多様な場合は漁業種類として、主要な漁獲対象魚種が絞り込まれる場合は魚種別

として区分し、これらの区分の中で漁業種類ごとに資源管理措置を実態に応じて機動的に

取り組むものとする。

【魚種別資源管理】

1 サワラ

1) 資源及び漁獲の状況

資源状況については、昭和62年には約18,000トンと推定されていたが、その後急激に減

少し、平成10年には推定資源量704トンと過去最低となった。その後、増加に転じ、平成

28年には8,330トンまで回復したと推定され、資源水準は中位まで回復した。

漁獲量は昭和59年に221トンで、その後昭和63年の349トンをピークに急激に減少し、平
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成9年には14トンとなった。その後徐々に増大し、平成27年には328トンとなった。

2) 資源管理目標

サワラ資源については、回復の兆しはみられるものの、依然低い水準にあると推察され

ることから、従来の自主的な取り組みに加え、「さわら瀬戸内海系群資源回復計画（平成

14年4月12日公表）」に基づき取り組んできた広域的かつ実効ある資源管理措置を引く続き

実施することによりサワラ資源の維持・回復を目指す。

3) 資源管理措置

1 刺網（さわら流し網漁業）

さわら流し網漁業におけるサワラの漁獲量は、ピーク時に比べ極めて低い水準にあるこ

とから、資源の維持・回復を図るため、公的管理措置を遵守するほか、自主的管理措置と

して下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

上記の措置の他、これまでに「さわら瀬戸内海系群資源回復計画（平成14年4月12日公

表）」に基づき取り組んできた漁具規制（網目の拡大）、操業規制（操業禁止期間の設定）、

出漁隻日数の制限（TAE管理）等の漁獲努力量の削減措置についても引き続き実施する必

要がある。

なお、延縄及び釣り漁業については、サワラ以外の多種多様な魚種を漁獲することから、

漁業種類別に資源管理に取り組むこととする（資源管理措置内容等については後述の漁業
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種類別資源管理を参照）。

2 クロマグロ

1) 資源及び漁獲の状況

資源の状況は、北太平洋まぐろ類国際科学委員会において、現在、1952～2012年におけ

る推定資源量の最低レベルに近いと推定されており、この背景には、親魚資源が減少し、

未成魚を中心に漁獲圧が増加していることが考えられる。2012年においては、0歳魚の漁

獲が低水準にあり、加入が大幅に低下していることを示唆している可能性がある。現在の

資源水準は低位、動向は横ばいと判断される。

漁獲量は、昭和59年が86トンでその後増減を繰り返しながら平成17年には136トンとな

り昭和59年以降で最高となったが、その後急激に減少し、平成21年以降は30トン未満で推

移している。

主に延縄漁業、ひき縄釣りを主体とした釣り漁業で漁獲されているが、このほかに定置

網漁業でも漁獲されており、漁獲されるクロマグロの多くは30kg未満の小型魚である。

2) 資源管理目標

当該資源は過去60年で最低レベルの水準にあると推定されていることから、強度の自主

的な資源管理措置の取り組みを促し、資源水準を回復させることを目標とする。

3) 資源管理措置

本県において、クロマグロ小型魚を漁獲している漁業種類は、延縄漁業、釣り漁業（ひ

き縄釣りも含む）及び定置網漁業であるが、これらの漁業種類については、クロマグロ以

外の多種多様な魚種を漁獲することから、漁業種類別に強度の資源管理に取り組むことと

する（資源管理措置内容等については後述の漁業種類別資源管理を参照）。
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【漁業種類別資源管理】

1 船びき網漁業

1) 漁獲の状況

船びき網漁業の漁獲量は昭和59年に18,700トンであったが徐々に減少して平成7年には

3,300トンとなった。その後平成11年には8,900トンまで増大したが再び減少傾向に転じて

平成26年には3,600トンとなった。主な漁獲物はイワシ類（シラス含む）で、年や季節に

よってはイカナゴ、タチウオ、イカ類、アジ類なども漁獲される。

このように当該漁業は漁期を通じて特定の魚種を選択的に漁獲する漁法ではないため、

魚種別による資源管理は困難である。したがって、漁業種類別による包括的な資源管理に

取り組む必要がある。

2) 資源管理措置

船びき網漁業の漁獲量は、漁獲物の来遊状況等によって毎年変動があるものの、ここ数

年低水準で推移していることから、これら資源の維持・回復を図るため、公的管理措置を

遵守するほか、自主的管理措置として下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

上記の措置の他、各地区の状況に合わせて漁具規制（袋網の目合い拡大）等にも取り組

む必要がある。

2 小型底びき網漁業

1) 漁獲の状況

小型底びき網漁業の漁獲量は昭和63年の10,000トンをピークに減少傾向にあり、平成6

年には4,000トンを割り込んだ。その後もさらに低下し、平成21年以降は1,800トン～2,7

00トンで推移しており、低位な状態が続いている。小型底びき網漁業では、タチウオ、ハ

モ、イボダイ、スズキ、マダイ、アジ類、カレイ・ヒラメ類、イカ類、小型エビ類、タコ

類など多種多様な魚介類を漁獲しており、漁獲対象によってタチ網、中目、マンガンなど
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操業形態を変えている。

このように当該漁業は漁期を通じて特定の魚種を選択的に漁獲する漁法ではないため、

魚種別による資源管理は困難である。したがって、漁業種類別による包括的な資源管理に

取り組む必要がある。

2) 資源管理措置

小型底びき網漁業の漁獲量は、近年安定して推移しているものの、ピーク時と比較して

大幅に減少していることから、これら資源の維持・回復を図るため、公的管理措置を遵守

するほか、自主的管理措置として下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

上記の措置の他、これまでに「徳島県紀伊水道海域小型機船底びき網漁業包括的資源回

復計画（平成20年3月28日公表）」に基づき取り組んできた漁獲物規制（小型魚の再放流、

産卵親魚の保護）等についても引き続き実施するとともに、ヒラメ、クルマエビの種苗放

流により積極的な資源の維持増大に努める必要がある。

3 延縄漁業

1) 漁獲の状況

延縄漁業の漁獲量は昭和59年の1000トンから増大傾向が続き平成3年には2,500トンに達

した。平成11年には1,800トンまで減少したものの、その後増大に転じ、平成18年には3,

000トンを上回った。その後は減少傾向にあり、平成27年では2,000トンになった。主な漁

獲物はタチウオ、ハモ、サワラ、マグロ類（小型魚含む）、フグ類、アマダイ類などで、

地域や季節によって漁獲対象を変えて操業する。

このように当該漁業は漁期を通じて特定の魚種を選択的に漁獲する漁法ではないため、

魚種別による資源管理は困難である。したがって、漁業種類別による包括的な資源管理に

取り組む必要がある。
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※平成22，23年は「近海まぐろ延縄」の統計数値が公表されていないため、「その他延縄」の

みの数値となっている。

2) 資源管理措置

延縄漁業の漁獲量は、漁獲物により変動があるものの、一部漁獲物については近年増大

傾向にあり、今後ともこの状況を維持するためには、公的管理措置を遵守するほか、自主

的管理措置として下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

上記の措置の他、各地区の状況に合わせて漁獲物規制（小型魚の再放流）等にも取り組

み、サワラを対象とした操業については、これまでに「さわら瀬戸内海系群資源回復計画

（平成14年4月12日公表）」に基づき取り組んできた操業規制（操業禁止期間の設定）によ

る漁獲努力量の削減措置についても引き続き実施する必要がある。

また、広域漁業調整委員会の沿岸くろまぐろ漁業の承認を受けて行うクロマグロを対象

とした操業については、強度の資源管理措置に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁（強度資源管理）

4 定置網漁業

1) 漁獲の状況

大型定置網漁業の漁獲量は昭和59年に1,500トンであったが翌年には半減し、その後ほ

ぼ横ばい傾向で推移して平成13年には500トンとなった。平成11年以降2経営体が操業し、

1経営体あたりの年間漁獲量は昭和59年は500トンであったが、昭和63年には110トンとな

るなど年による変動が大きい。主な漁獲物はブリ類、カツオ類、アジ類、サバ類、タチウ

オ、イサキ、クロマグロなどであるが、この他にも多種多様な魚介類が漁獲される。

小型定置網漁業の漁獲量は昭和59年に2,800トンで一旦減少した後増大して平成9年には

4,000トンとなったが、その後減少して平成24～27年では800～1,200トンで推移している。
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主な漁獲物はマダイ、タチウオ、アジ類、イワシ類、イカ類（アオリイカを含む）、ブリ

類、クロマグロなど多岐にわたる。

このように当該漁業は漁期を通じて特定の魚種を選択的に漁獲する漁法ではないため、

魚種別による資源管理は困難である。したがって、漁業種類別による包括的な資源管理に

取り組む必要がある。

2) 資源管理措置

定置網漁業の漁獲量は、漁獲物の来遊状況等によって毎年変動があるものの、近年減少

傾向にあることから、これら資源の維持・回復を図るため、公的管理措置を遵守するほか、

自主的管理措置として下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

上記の措置の他、各地区の状況に合わせて漁獲物規制（小型魚の再放流）等にも取り組

み、また、ヒラメの種苗放流により積極的な資源の維持増大に努める必要がある。

クロマグロを対象とした操業については、強度の資源管理措置に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁（強度資源管理）

5 中・小型まき網漁業

1) 漁獲の状況

中・小型まき網漁業の漁獲量は昭和59年に10,600トンであったが年によって変動はある

ものの減少傾向が続き平成25年には247トンにまで減少した。1経営体あたりの年間漁獲量

は年によって大きく変動している。主な漁獲物はアジ類、サバ類、イワシ類などであるが、

年や季節によって漁獲対象が変わる。

このように当該漁業は漁期を通じて特定の魚種を選択的に漁獲する漁法ではないため、

魚種別による資源管理は困難である。したがって、漁業種類別による包括的な資源管理に

取り組む必要がある。
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2) 資源管理措置

中・小型まき網漁業の漁獲量は、漁獲物の来遊状況等によって毎年変動があるものの、

ここ数年低水準で推移していることから、これら資源の維持・回復を図るため、公的管理

措置を遵守するほか、自主的管理措置として下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

6 釣り漁業（ひき縄釣りを含む）

1) 漁獲の状況

釣り漁業の漁獲量は昭和59～平成6年にかけ2,000～3,200トンで推移した。平成7年以降、

ひき縄釣り漁業の漁獲統計が釣り漁業から分離されて集計されるようになったが、釣り漁

業による漁獲量は平成7～27年では300～1,000トンで推移しており、近年は減少傾向が続

いている。釣り漁業ではマダイ、イサキ、カツオ、ブリ類、アジ類、サバ類、クロマグロ

などが主な漁獲対象であるが時期によって様々な魚種を対象に操業する。

ひき縄釣り漁業は県南部を中心に営まれており、漁獲量は平成7年に1,400トンであった

がその後減少傾向が続き、平成27年には60トンとなった。ひき縄釣り漁業ではほとんどタ

チウオを対象とした操業であるが、年や時期によってはサワラ、カツオ、クロマグロ（小

型魚）などを対象にする。

このように当該漁業は漁期を通じて特定の魚種を選択的に漁獲する漁法ではないため、

魚種別による資源管理は困難である。したがって、漁業種類別による包括的な資源管理に

取り組む必要がある。
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2) 資源管理措置

釣り漁業の漁獲量は、魚種毎に変動はあるものの、概ね減少傾向にあることから、これ

ら資源の維持・回復を図るため、公的管理措置を遵守するほか、自主的管理措置として下

記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

上記の措置の他、各地区の状況に合わせて漁獲物規制（小型魚の再放流）等にも取り組

み、また、サワラを対象とした操業については、これまでに「さわら瀬戸内海系群資源回

復計画（平成14年4月12日公表）」に基づき取り組んできた操業規制（操業禁止期間の設

定）による漁獲努力量の削減措置についても引き続き実施する必要がある。

また、広域漁業調整委員会の沿岸くろまぐろ漁業の承認を受けて行うクロマグロを対象

とした操業については、強度の資源管理措置に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁（強度資源管理）

7 採貝・採藻漁業

1) 漁獲の状況

採貝・採藻漁業は県南部を中心に営まれており、漁獲量は昭和59年に2,900トンであっ

たが徐々に減少して平成21年には過去30年間で最低となる450トンを記録したが、その後

やや回復し、平成27年は620トンとなった。主な漁獲物はアワビ類（トコブシを含む）、サ

ザエ、ウニ類、ナマコ類、テングサ類、ヒジキなど多岐にわたり、季節によって様々な貝

類、藻類などを獲っている。

このように当該漁業は多様な根付け資源を漁獲する漁法であり、魚種別による資源管理

は実態に合わないため、漁業種類別による包括的な資源管理に取り組む必要がある。
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2) 資源管理措置

採貝・採藻漁業の漁獲量は、近年安定して推移しているものの、ピーク時と比較して大

幅に減少していることから、これら資源の維持・回復を図るため、公的管理措置を遵守す

るほか、自主的管理措置として下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

上記の措置の他、各地区の状況に合わせて操業規制（操業時間の設定）等にも取り組み、

また、アワビ類の種苗放流により積極的な資源の維持増大に努める必要がある。

8 刺網漁業（さわら流し網漁業を除く）

1) 漁獲の状況

刺網漁業の漁獲量は昭和59年に620トンであったが徐々に減少して平成27年には250トン

となった。このうちイセエビの漁獲量は年間40～70トンの間で若干の増減はあるものの比

較的安定しているが、広域的に回遊するブリ類では漁獲の変動が大きい。主な漁獲物はイ

セエビ、スズキ、ブリ類、カレイ・ヒラメ類などであるが、この他にも多種多様な魚介類

が漁獲される。

このように当該漁業は漁期を通じて特定の魚種を選択的に漁獲する漁法ではないため、

魚種別による資源管理は困難である。したがって、漁業種類別による包括的な資源管理に

取り組む必要がある。
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2) 資源管理措置

刺網漁業の漁獲量は、魚種毎に変動はあるものの、概ね減少傾向にあることから、これ

ら資源の維持・回復を図るため、公的管理措置を遵守するほか、自主的管理措置として下

記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁

上記の措置の他、各地区の状況に合わせて漁獲物規制（小型魚の再放流）、漁具規制

（網数の制限）等にも取り組み、また、ヒラメの種苗放流により積極的な資源の維持増大

に努める必要がある。

9 たこつぼ漁業

1) 漁獲の状況

たこつぼ漁業は、たこ類を選択的に漁獲する漁業であり、たこ類の漁獲量は昭和59年に

227トンであったが、その後増減を繰り返しながら緩やかに増加し、平成10年には430トン

となった。これ以降は徐々に減少して平成22年に100トンまで減少し、平成27年は146トン

となった。
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2) 資源管理措置

たこつぼ漁業の漁獲量は、年により変動があるものの、減少傾向にあることから、たこ

類の資源の維持・回復を図るため、公的管理措置を遵守するほか、自主的管理措置として

下記の措置に重点的に取り組む必要がある。

【休 漁】定期休漁
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第3 資源管理計画の評価・検証及び高度化の実施方針

本資源管理指針に従い作成された資源管理計画については、以下に示す手順・方法によ

り、計画（Ｐｌａｎ）、実施（Ｄｏ）、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔ）のＰＤＣＡサイ

クルを着実に実施することを通じて、漁業や資源を取り巻く状況等に応じた適切な資源管理

の推進を図ることとする。

① 策定後4年を経過した次の年度に、各資源管理計画に基づく資源管理措置の実施により

資源の維持・回復等の効果が見られるかどうか、その資源管理措置が適切かどうか等につ

き、評価・検証する。

② 評価・検証については、外部有識者（漁業や資源管理について専門的知識を有するもの

など）が参加する資源管理協議会が実施する。

③ 指針は、対象魚種の資源量やＣＰＵＥの経年的な動向を基本とし、現時点で資源量やＣ

ＰＵＥの把握が難しい魚種や漁業種類についても、漁獲努力量及び漁獲量などの経年的な

変化を組み合わせた定量的な資源動向を把握できるよう必要なデータ収集・蓄積などの体

制整備を図るものとする。

④ 評価・検証の結果を踏まえ、資源管理計画の目標、管理措置の内容等の見直し、改善を

図るものとするとともに、資源管理措置を講ずる漁業者及び関係団体への周知徹底を図る。

第4 その他

1 履行確認について

本指針に従い、資源管理の取り組みに参加しようとする漁業者（以下、関係漁業者とい

う）が資源管理計画を定めた場合には、同計画に記載される資源管理措置について各関係

漁業者は誠実に履行することが必要であるため、徳島県資源管理協議会は、別記に記載す

る手段を用い、その履行を適切に確認することとし、各関係漁業者は、同協議会がおこな

う履行確認に積極的に協力しなければならない。

また、漁獲管理情報処理システムも併せて活用することとする。

さらに、関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流や漁場整備などの取り組みに積極

的に参加し、資源の増大に努めるとともに、水質の保全、藻場・干潟の保全及び造成、森

林の保全及び整備等により漁場環境の改善にも引き続き取り組む必要がある。

2 その他

本指針に記載している自主的管理措置以外に、漁業者が自主的におこなっている資源管

理、種苗放流、漁場環境保全活動等についても引き続き実施するものとする。また、県は

資源管理、栽培漁業、漁場整備等を一体的に推進し、水産資源の回復と管理に向けた取り

組みの強化を図ることとする。
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［ 別 記 ］

資源管理措置の履行確認手段について

関係漁業者のおこなう資源管理措置の履行確認にあたっては、下記左欄の資源管理措置ごと

に、右欄に掲げる1、2の両手段を用いることとし、必要に応じて漁獲管理情報処理システムの

活用に努めることとする。

資源管理措置 履行確認手段

休漁 1 漁協仕切伝票 または市場荷受伝票

（各関係漁業者の出荷日がわかるもの）

2 操業日誌

（各関係漁業者の出漁日・休漁日がわかるもの）


